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平成２７年１２月２５日判決言渡 

平成２７年（ネ）第１０１１２号 違約金請求本訴，違約金請求反訴控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２５年(ワ)第３０３９１号，平成２６年(ワ)第２１２

６号） 

口頭弁論終結日 平成２７年１１月３０日 

判        決 

 

     控 訴 人              日本アルコール産業株式会社                

      

     訴訟代理人弁護士      風 祭  寛                

     同             藤 原  浩 

     同             鈴 木 道 夫 

     同             芳 賀 成 之 

     同             河  野  申 二 郎 

     同             児 島 雅 彬 

 

     被 控 訴 人              株式会社ＣＤＭコンサルティング                

      

訴訟代理人弁護士      長 坂  省                

同             小 林 拓 人                

同             鈴 木 翔 平                

            主        文 

 １ 本件控訴を棄却する。 

 ２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由           

第１ 控訴の趣旨 
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１ 原判決中，控訴人敗訴部分を取り消す。 

２ 被控訴人は，控訴人に対し，２億円及びこれに対する平成２６年１月１８日

から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

   本判決の略称は，特段の断りがない限り，原判決に従う。 

１ 事案の要旨 

 一審の本訴請求は，被控訴人（一審本訴原告・反訴被告）が，控訴人（一審

本訴被告・反訴原告）との間で，被控訴人の子会社として設立された株式会社

ＮＲＤ（設立後まもなく，その商号が「ＦＢＣ株式会社」に変更された。以下，

「ＮＲＤ」又は「ＦＢＣ」という。）が主体となって福島県内における放射能

汚染の除染に係る事業を進めることなどを内容とする事業提携に関する基本合

意を締結したが，控訴人において上記基本合意に基づいて取得したＦＢＣの株

式を他に譲渡したことが上記基本合意に違反する旨主張して，控訴人に対し，

上記基本合意に係る約定違約金２億円及びこれに対する平成２５年１１月２７

日（訴状送達の日の翌日）から支払済みまで商事法定利率年６分の割合による

遅延損害金の支払を求めたものである。 

 一審の反訴請求は，控訴人が，被控訴人において，その保有する放射能汚染

の除染技術に関する特許権についてＦＢＣに対する無償の専用実施権の設定に

応じなかったことが上記基本合意に違反する旨主張して，被控訴人に対し，上

記基本合意に係る約定違約金２億円及びこれに対する平成２６年１月１８日

（控訴人の被控訴人に対する催告に係る支払期限の翌日）から支払済みまで商

事法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求めたものである。 

 原判決は，①控訴人と被控訴人との間において，控訴人が被控訴人に無断で

ＦＢＣの株式を第三者に譲渡することを禁止する旨の合意が成立したとは認め

られないとして，被控訴人の本訴請求を棄却し，②控訴人と被控訴人との間に

おいて，被控訴人がＦＢＣに対し被控訴人が保有する放射能汚染の除染技術に
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関する特許権について無償の専用実施権を設定する義務を負う旨の合意が成立

したとは認められないとして，控訴人の反訴請求を棄却した。 

 控訴人は，原判決中，反訴請求を棄却した部分を不服として，本件控訴を提

起した。 

２ 前提事実 

前提事実は，次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第２の２

記載のとおりであるから，これを引用する（ただし，「原告」とあるのを「被

控訴人」と，「被告」とあるのを「控訴人」とそれぞれ読み替える。）。 

(1) 原判決３頁６行目から７行目にかけての「バイオエタノール資源作物」

を，「バイオエタノール用資源作物」と，同頁９行目から１０行目にかけて

の「株式会社ＮＲＤ（以下「ＮＲＤ」という。）」を「ＮＲＤ」と，同頁１

４行目の「業務提携」を「事業提携」とそれぞれ改める。 

(2) 原判決３頁１７行目冒頭から４頁５行目末尾までを次のとおり改める。 

「「１．構想の推進主体は，ＮＲＤとする。  

２．控訴人は，ＮＲＤが今回発行する新株４００株全部を引き受け，そ

の対価として速やかに１億円を払い込み，ＮＲＤの総発行済株式の３

分の２を保有するものとする（以下「本件条項１」という。）。 

３．被控訴人及び被控訴人社長Ａは，除染に関し，それぞれが所有する

知的財産権（ノウハウ，営業秘密等を含む。）の全てについて，速やか

に，ＮＲＤに独占的な専用実施権（期間３年）を賦与するとともに，

本合意の成立以後，ＮＲＤ社長からの文書による別段の指示がある場

合を除き，一切の除染に係る事業活動に関与しないものとする（以下

「本件条項２」という。）。 

４．ＮＲＤの役員は，取締役５名及び監査役１名とし，控訴人が取締役

３名（うち１名は社長）及び監査役１名を，被控訴人が取締役２名を

それぞれ指名するものとする。 
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８．被控訴人又は控訴人が，本件基本合意書の各条項（「１．～７．」）の

いずれかに違背したときは，２億円の違約金を，請求を受けたときか

ら１か月以内に支払うものとする（以下「本件違約金条項」とい

う。）。」」 

(3) 原判決４頁６行目冒頭から７行目の「株式を取得し」までを次のとおり

改める。 

「(4) 控訴人は，平成２５年１月９日，本件基本合意に基づき，ＮＲＤが

発行した株式４００株を取得し，その対価として１億円をＮＲＤに支

払った。その結果」 

(4) 原判決４頁９行目から１０行目にかけての「ＦＢＣ株式会社（以下「Ｆ

ＢＣ」という。）」を「ＦＢＣ」と改め，同頁１５行目冒頭から１６行目末

尾までを次のとおり改める。 

「イ 控訴人，被控訴人，日本アルコール販売及びＦＢＣは，第１株式譲渡

に際し，平成２５年１月２５日付け覚書（以下「本件覚書」という。甲

３）を作成した。」 

(5) 原判決５頁４行目冒頭から９行目末尾までを削除する。 

３ 争点 

   本件の争点（反訴請求関係）は，被控訴人が本件基本合意の本件条項２に

違反したか否かであり，その前提として，本件条項２によって，控訴人と被

控訴人との間に，被控訴人がＦＢＣに対し被控訴人の保有する放射能汚染の

除染技術に関する特許権について無償の専用実施権を設定する義務を負う旨

の合意（以下「本件専用実施権無償設定合意」という。）が成立したか否かが

問題となる。 

 ４ 争点に関する当事者の主張 

  （控訴人の主張） 

   (1) 控訴人と被控訴人との間において，本件専用実施権無償設定合意が成立
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したこと 

     本件条項２では，「被控訴人及び被控訴人社長Ａは，除染に関し，所有す

る知的財産権（ノウハウ，営業秘密等を含む。）の全てについて，速やかに，

ＮＲＤに独占的な専用実施権（期間３年）を賦与する」ものとされており，

当該専用実施権の付与を「無償」とするとの文言が明記されてはいないも

のの，以下のような事情からすれば，控訴人と被控訴人の間においては，

被控訴人が有する放射能汚染の除染に係る技術をＦＢＣに移転すること，

すなわち，ＦＢＣが被控訴人の有する上記技術を無償で利用できるように

することを当然の前提として本件基本合意がされたものといえるから，本

件条項２によって，本件専用実施権無償設定合意が成立したものと認めら

れる。 

    ア そもそも，ＦＢＣは，被控訴人が，被控訴人の有する放射能汚染の除

染技術に係る特許及びノウハウを事業化するための受け皿会社として設

立した会社であり（乙６），控訴人と被控訴人との事業提携がされた後は，

被控訴人は除染事業に関与せず，ＦＢＣが除染事業の主体となることが

予定されていた。 

   イ 被控訴人のＡは，平成２４年１２月，控訴人のＢに対し，本件構想

に関する提案を行うに際し，説明資料として「㈱ＮＲＤ資本政策案

（２０１２年１２月２６日時点）」と題する書面（乙５の１。以下「本

件資本政策案１」という。），「資本政策の詳細（計画案）ＦＢＣ㈱資本

政策案（２０１２年１２月２７日時点）」と題する書面（乙５の２。以

下「本件資本政策案２」という。）及び「今般の資本政策及び事業計画

についてのご案内」と題する書面（乙６。以下「本件案内書面」とい

う。）を示している。 

そして，本件資本政策案１及び本件資本政策案２は，ＦＢＣに対す

る出資を要請する相手方企業とその出資予定額が記載された書面であ
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るところ，これらの書面には，「ＣＤＭコンサルティングより除染技術

に関する特許の専用実施権のＮＲＤへの付与」と明記されている。 

    また，本件案内書面には，「当初，ＣＤＭは本特許等の評価額を対価

としてＦＢＣへ現物出資を実行することを検討し」ていたが，「今般の

資本政策の時間軸に適さないことから，平成２５年１月の第１回目の

増資実行前に，ＣＤＭよりＦＢＣに対して本特許等の独占的なライセ

ンスの付与を行う予定である。」，「第１回目の増資においては，本特許

権等の独占的なライセンスの暫定的な価値を１億円とし，日本アル

コール販売株式会社による１億円の増資引受を想定している。」と記載

されている。 

    このように，ＦＢＣに対する出資計画について記載された本件資本

政策案１及び本件資本政策案２において，あえてＦＢＣに対する特許

の「専用実施権」の付与について記載されていることや，本件案内書

面に，被控訴人の特許をＦＢＣに「現物出資」することの代替策とし

て，「独占的なライセンスの付与を行う」旨が明記されていることから

すれば，被控訴人が，控訴人に対し，自らの特許をＦＢＣに現物出資

するのと同様に，実施権の対価（ロイヤルティ）を収受することなく，

ＦＢＣに専用実施権を付与する旨の提案をしていることは明らかであ

る。 

ウ 控訴人が，ＦＢＣに１億円もの出資を行い，しかも，被控訴人の金

銭出資がＮＲＤ設立時の資本金である２００万円のみであるにもかか

わらず，控訴人と被控訴人との持株比率を２対１としたのは，控訴人

と被控訴人の間において，ＦＢＣが被控訴人の有する放射能汚染の除

染に係る技術を無償で利用できるようにすることが前提とされていた

からであり，そうでなければ，控訴人が上記の条件で出資に応ずるは

ずがない。 
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エ ＦＢＣは，被控訴人の除染技術に係る特許及びノウハウを事業化す

るための受け皿会社として設立された会社であり，被控訴人は，除染

事業の主体となるＦＢＣに対する出資を，控訴人を含む第三者から募

ることを企図していたのであるから，被控訴人としては，控訴人を含

む第三者から出資してもらうための前提条件として，ＦＢＣが被控訴

人の特許を利用して除染事業を行うことができる状態にしておかなけ

ればならなかったはずである。 

しかるところ，仮に，被控訴人がＦＢＣから特許の実施権に係るロ

イヤルティを収受することを予定していたのであれば，控訴人にその

旨説明して，出資を受ける前に控訴人の承諾を得ておき，ＦＢＣに対

して即時に特許の実施権を設定できる状態にしておかなければならな

かったはずである。 

また，控訴人にとっても，ＦＢＣが被控訴人に対して特許の実施権

に係るロイヤルティを支払わなければならないとすれば，投資の回収

計画にも影響を及ぼすことになるのであるから，ロイヤルティの額等

は，控訴人がＦＢＣに出資するかどうかを決定するに際しての判断材

料として，極めて重要な事項であったはずである。 

にもかかわらず，本件の経過においては，被控訴人から控訴人に対

し，特許の実施権に係るロイヤルティ等の条件についての説明及び提

案は一切なかったのであり，このような経過からすれば，控訴人と被

控訴人の間においては，被控訴人がＦＢＣから特許の実施権に係るロ

イヤルティを収受しないことが前提とされていたものと考えられる。 

(2) 被控訴人が本件条項２に違反していること 

  上記(1)のとおり，控訴人と被控訴人の間においては，本件条項２に

よって，本件専用実施権無償設定合意が成立している。 

  ところが，被控訴人は，平成２５年２月２２日，ＦＢＣに対し，本件
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専用実施権無償設定合意に反して，被控訴人がＦＢＣに対し被控訴人の

保有する放射能汚染の除染技術に関する特許権について有償の通常実施

権を許諾することを内容とする特許実施権許諾契約書（乙９。以下「本

件特許実施権許諾契約書」という。）を提示した。 

  そこで，ＦＢＣは，被控訴人に対し，本件専用実施権無償設定合意に

反する提案を行った真意を確認するための質問書を送付するなどしたが，

被控訴人は，これに一切回答することなく，控訴人に対し，同年３月２

２日付けの書面（乙２）をもって，本件基本合意を解除する旨の通知を

してきた。 

  以上のような控訴人の行為は，本件専用実施権無償設定合意に基づく

義務の不履行に当たり，本件条項２に違反するものである。 

（被控訴人の主張） 

 (1) 控訴人と被控訴人との間において，本件専用実施権無償設定合意が成

立したとは認められないこと 

  ア 本件条項２の規定及び本件基本合意がされた経緯 

専用実施権は，これが設定されると特許権者自身も特許発明を実施

することができなくなる極めて強い権利であって，実際に設定される

ことは極めて稀である。また，仮に設定されるとしても有償で行われ

るのが通常であるから，無償で専用実施権が設定される場合には契約

書にその旨が明記されるはずである。 

ところが，本件基本合意書には無償で専用実施権を設定する旨の記

載が一切ない。そればかりか，控訴人と被控訴人の間では，ライセン

スを有償にするか無償にするかという議論自体も行われていなかった。 

このように，本件条項２が，ＦＢＣに対し専用実施権を無償で設定

する義務を被控訴人に負わせるものでないことは，その規定自体及び

本件基本合意がされた経緯から明らかである。 
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イ 特許権の重要性 

被控訴人は，長期にわたり多額の費用を投じて放射能汚染の除染に

関する技術を開発してきたものであり，その技術に係る特許権は被控

訴人にとって極めて重要な財産であった。 

したがって，被控訴人が，その保有する放射能汚染の除染技術に関

する特許権について無償の専用実施権を第三者に設定することなど考

えられないことであり，そのような事情は，控訴人も当然認識してい

たはずである。 

ウ 共有者の存在 

被控訴人が保有する放射能汚染の除染技術に関する特許権は，いず

れも国立大学法人東京工業大学（以下「東工大」という。）及び財団法

人原子力研究バックエンド推進センター（以下「ＲＡＮＤＥＣ」とい

う。）との共有となっており，ＦＢＣに当該特許権をライセンスするこ

ととなれば，当然これらの共有者に対しても対価を支払う必要が生じ

るのであり，他方，上記特許権が共有となっていることは，控訴人も

本件基本合意の締結時に認識していた。 

したがって，控訴人においても，ＦＢＣが上記特許権についてのラ

イセンスを受ければ被控訴人がこれらの共有者に相応の対価を支払わ

なければならないことを認識していたはずであり，このことからも，

ＦＢＣへのライセンスを有償とすることが被控訴人と控訴人の共通認

識であったことは明らかである。 

   エ 小括 

     以上によれば，本件条項２によって，控訴人と被控訴人との間に本

件専用実施権無償設定合意が成立したとは認められない。 

 (2) 被控訴人は本件条項２に違反していないこと 

  上記(1)のとおり，控訴人と被控訴人との間に本件専用実施権無償設定
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合意が成立しているとは認められない。 

  被控訴人は，平成２５年２月２２日，ＦＢＣに対し，被控訴人がＦＢ

Ｃに対し被控訴人の保有する放射能汚染の除染技術に関する特許権につ

いて有償の通常実施権を許諾することを内容とする本件特許実施権許諾

契約書を提示して，これに基づく契約の締結を申し入れた。ところが，

控訴人が，同契約書の内容は本件条項２に違反する旨を一方的に主張し

たため，ＦＢＣとの特許実施権許諾契約の締結には至らなかった。 

  したがって，被控訴人は，本件条項２に違反していない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

   証拠（甲１，２，５，乙２，５ないし１０，１２ないし１４，１６ないし２

０（いずれも枝番のあるものは枝番も含む。），証人Ａ，証人Ｂ）及び弁論の全

趣旨によれば，本件の経過等として，以下の事実が認められる。 

  (1) 平成２４年１２月２７日，被控訴人の代表取締役であったＡは，かねて

知り合いであった控訴人の取締役会長であるＢを訪問し，本件構想について

説明した上で，その事業化に当たり，控訴人による出資と事業への参加を申

し入れた。その際，Ａは，本件資本政策案１（乙５の１）を持参してＢに示

した。本件資本政策案１は，被控訴人が出資に関するコンサルティングを委

託していた株式会社ホワイト・ノーツ（以下「ホワイト・ノーツ」という。）

の担当者であるＣが作成したもので，ＮＲＤの増資に関する計画及び出資を

要請する企業名等が記載されており，その中には，「第１回目の増資［２０

０］百万円」との記載の下に，「（ＣＤＭコンサルティングより除染技術に関

する特許の専用実施権のＮＲＤへの付与）」との記載がある。 

    Ａの上記申入れに対し，Ｂは，これを積極的に受け入れる姿勢を示した。 

  (2) ホワイト・ノーツのＣは，Ａの指示に基づき，本件資本政策案１を訂正

した本件資本政策案２（乙５の２）及び本件案内書面（乙６）を作成し，平
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成２４年１２月２８日，Ａ及びＢに対し，これらの書面をメールで送信した。 

本件資本政策案２は，本件資本政策案１を一部修正したものであり，その

中には，「第１回目の増資１００百万円」との記載の下に，「（ＣＤＭコンサ

ルティングより除染技術に関する特許の専用実施権のＮＲＤへの付与）」と

の記載がある。また，本件案内書面は，「ＦＢＣ株式会社代表取締役Ａ」を

作成名義人とする書面であり，その中には，被控訴人が，被控訴人の有する

放射性物質の除染技術に係る特許及びノウハウを事業化するための受け皿会

社としてＮＲＤを設立したこと，ＮＲＤは，今後ＦＢＣ株式会社への商号変

更を予定していること，ＦＢＣは，今後，平成２５年１月に１億円，同年３

月に９億円の増資を予定していることなどが記載されているほか，「株価に

ついて」との表題の下，「当初，ＣＤＭは本特許等の評価額を対価としてＦ

ＢＣへ現物出資を実行することを検討したものの，外部専門家による評価額

の査定に一定の時間を要し，今般の資本政策の時間軸に適さないことから，

平成２５年１月の第１回目の増資実行前に，ＣＤＭよりＦＢＣに対して本特

許等の独占的なライセンスの付与を行う予定である。」，「第１回目の増資に

おいては，本特許権等の独占的なライセンスの暫定的な価値を１億円とし，

日本アルコール販売株式会社による１億円の増資引受を想定している。」と

の記載がある。 

平成２４年１２月２８日，ＡがＢを訪問し，控訴人と被控訴人が本件構想

を共同で事業化することに向けた話合いが行われた。 

  (3) 平成２５年１月３日，Ｂは，控訴人の経営企画を担当する企画グループ

マネージャーとともにＡを訪問し，被控訴人の他の取締役やホワイト・ノー

ツのＣも同席して，本件構想の共同での事業化に向けた話合いが行われた。

その中で，ＢとＡの間で，事業主体となるＮＲＤの株式の控訴人の持株割合

を３分の２とすることなどが確認された。また，その話合いの過程で，Ａか

らＢらに対し，本件構想に係る事業に用いられる技術に関して被控訴人が保
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有する特許（特許出願中のものも含む。）の一覧表（乙７。以下「本件特許

一覧表」という。）及びそのうち登録済みの３件の特許（原判決別紙記載の

もの。以下「本件特許」といい，その特許権を「本件特許権」という。）に

係る特許証の写し（乙８の１ないし３）が交付され，これらの特許について

の一般的な説明が行われた。 

    本件特許権は，いずれも被控訴人，東工大及びＲＡＮＤＥＣの共有に係る

ものであるところ，本件特許一覧表及び上記特許証の写しにもその旨が記載

されている。 

(4)  平成２５年１月９日ころ，Ｂが作成した文案に基づき，控訴人と被控訴

人との間で，本件基本合意書が作成され，本件基本合意が成立した。 

本件基本合意に至るまでのＢとＡの協議においては，被控訴人がＦＢＣに

付与する実施権の種類やこれを無償とするか有償とするかといった点につい

て話し合われることはなかった。また，本件基本合意書の原案を作成したＢ

は，「専用実施権」という用語の意味について正確な知識を有していなかっ

たが，本件資本政策案１及び２に「専用実施権」の文言が使用されていたの

で，本件条項２においても同文言を使用した。 

 (5) 平成２５年１月付けで，ＦＢＣ，控訴人及び被控訴人の連名により，「福

島バイオコンプレックス構想の推進について（ＦＢＣ株式会社による新たな

取組み）」と題する書面（甲１）が作成された。同書面には，「控訴人は，か

ねて，自社のバイオ関連技術を活用し，福島復興に貢献する方途はないか，

種々検討を進め，バイオエタノール発電プロジェクト等の構想を各方面に提

言してきた」旨，「今般，事業の前提となる農地等の除染に関する世界最先

端の技術（亜臨界の水熱爆砕処理によるセシウム分離技術）を保有する被控

訴人と事業提携に合意し，今後においては，ＦＢＣ（出資比率・日本アル

コール産業グループ２／３，被控訴人１／３）が中核となり，福島バイオコ

ンプレックス構想について，本格的な検討作業を加速する。」旨等が記載さ
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れている。 

 (6) 平成２５年１月１０日，ＮＲＤの臨時株主総会が開催され，定款を変更

して商号を「ＦＢＣ株式会社」にすること，控訴人及び被控訴人がそれぞれ

推薦した者を取締役及び監査役に選任することなどが決議された。また，そ

の直後に開催されたＦＢＣの取締役会において，Ｂが代表取締役に選任され

た。 

 (7) 平成２５年２月ころから，ＦＢＣは，被控訴人に対し，本件条項２に基

づき，被控訴人が保有する放射能汚染の除染技術に関する特許権について実

施権許諾契約を締結するよう求めた。 

   被控訴人は，同月２２日，ＦＢＣに対し，本件特許実施権許諾契約書（乙

９）を提示し，これに基づく契約の締結を申し入れた。本件特許実施権許諾

契約書は，①本件特許の特許権者である被控訴人，東工大及びＲＡＮＤＥＣ

がＦＢＣに対し，３年の契約期間中，国内における除染等の事業に関し，本

件特許並びにそれに関連する特許及び技術ノウハウに係る発明を実施するこ

とについて，独占的通常実施権を許諾すること，②ＦＢＣが除染等の事業と

して除染プラント設備の設計，製造，据付，運転，保守を被控訴人に発注し

たときは，ＦＢＣは，当該除染プラント設備製作費用の３８％相当額を設計

費，被控訴人の有する関連特許及びノウハウ使用料として被控訴人に支払う

とともに，２％を本件特許のロイヤルティとして，被控訴人，東工大及びＲ

ＡＮＤＥＣに支払うことなどを内容とするものであった。 

(8) ＦＢＣは，平成２５年３月６日，被控訴人に対し，本件特許実施権許諾

契約書の内容は本件条項２に合致しないとして，その提案の趣旨を確認する

旨の質問書を送付し，さらに，同月１３日には，ＦＢＣから被控訴人に対し，

ＦＢＣに無償の専用実施権を設定する内容の契約書案を提示するなどしたが，

被控訴人からの書面による回答はなく，その後，被控訴人から控訴人に対し，

同年３月２２日付けの書面（乙２）により，第２株式譲渡の事実を理由とし
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て本件基本合意を解除する旨の通知がされるに至った。 

   (9) 以上のような経過により，控訴人，被控訴人及びＦＢＣによる本件構想

の事業化は実現することのないまま，ＦＢＣは，平成２５年１１月開催の株

主総会において，解散決議をするに至った。 

   ２ 控訴人と被控訴人との間において，本件専用実施権無償設定合意が成立し

たか否かについて 

     控訴人は，本件基本合意に当たって，控訴人と被控訴人の間においては，

被控訴人が有する除染に係る技術をＦＢＣに移転すること，すなわち，ＦＢＣ

が被控訴人の有する除染に係る技術を無償で利用できるようにすることが当然

の前提とされていたから，本件条項２に「無償」の文言が明記されていないと

しても，同条項によって本件専用実施権無償設定合意が成立したものと認めら

れる旨主張するので，以下検討する。 

    (1) 本件基本合意書の記載内容について 

   ア 本件基本合意書（甲２）には，その冒頭部分に「福島バイオコンプレックス

構想（別紙）に関し，以下のとおり，合意する。」と記載され，その第３項

（本件条項２）に「ＣＤＭ及びＣＤＭ社長Ａは，除染に関し，それぞれが所有

する知的財産権（ノウハウ，営業秘密等を含む。）の全てについて，速やかに，

ＮＲＤに独占的な専用実施権（期間三年）を賦与する」と記載されている。 

    しかるところ，上記記載においては，専用実施権設定の対象となる権利につ

いて，福島バイオコンプレックス構想の除染に関して被控訴人らが有する知的

財産権の全てであり，ノウハウや営業秘密等を含むとされているのみであって，

その対象範囲が具体的に特定されているものではない。また，ＮＲＤに付与す

ることとされる専用実施権の内容についても，期間が３年間とされるのみで，

地域その他の条件についての具体的な特定はなく，実施料の要否やその額につ

いても何ら示されていない。さらに，ＮＲＤに専用実施権を付与すべき期限に

ついても，「速やかに」とされるのみで，具体的な特定はない。 
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    以上のような本件条項２の規定内容からすれば，同条項は，被控訴人からＮ

ＲＤに付与される実施権の対象となる知的財産権の範囲及び当該実施権の内容

や設定条件等については，後に行われる被控訴人とＮＲＤとの協議によって具

体的に特定され，両者の間で改めて締結される契約において定められることを

前提に，被控訴人が自らの有する除染技術に係る知的財産権をＮＲＤの利用に

供する義務を負うという基本方針を確認する趣旨の条項であると考えるのが自

然であって，少なくとも，被控訴人に対し，ＮＲＤに対する特定の内容の専用

実施権の設定を具体的に義務付ける趣旨の条項であるとはいえない。 

  イ とりわけ，本件条項２には，被控訴人がＮＲＤに付与することとされる実施

権ついて，「無償」とする旨の記載はないところ，このことは，特段の事情がな

い限り，本件条項２が，被控訴人に対し，ＮＲＤに対する無償の実施権付与を

義務付ける趣旨のものではないことを示しているということができる。 

    すなわち，一般的には，特許権者が特許発明の実施を第三者に許諾するに当

たっては，相応の実施料を収受するのが通常であり，これを無償で行うことは

例外的な事態ということができるから，このような例外的な義務を特許権者に

負わせようとするのであれば，その旨を契約書に明記し，当該義務の存在を明

確にしようとするのが，契約当事者として通常とるべき態度といえる。この点，

本件基本合意書についてみれば，仮に当事者間に被控訴人がＮＲＤに無償で実

施権を付与すべき義務を負う旨の合意があるのであれば，そのような義務を被

控訴人に負わせる側の立場にある控訴人としては，その旨を本件基本合意書に

明記しようとするはずであり，また，本件基本合意書の文案を作成したのはＢ

なのであるから，Ｂにとってこのような記載を文案に盛り込むことは容易だっ

たはずである。にもかかわらず，本件条項２には，被控訴人がＮＲＤに付与す

ることとされる実施権について「無償」とする旨の記載がされなかったのであ

るから，このことは，そもそも控訴人と被控訴人との間にそこまでの合意がな

かったことを意味すると考えるのが自然である。 
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  ウ 以上のとおり，本件基本合意書の記載内容を見る限り，本件条項２によって，

控訴人と被控訴人の間に本件専用実施権無償設定合意が成立したものとは認め

難いというべきである。 

(2) 本件基本合意に至る経過について 

    次に，前記１の認定事実によれば，平成２４年１２月２７日のＡとＢとの初会

合から平成２５年１月９日ころに本件基本合意が成立するまでの間の控訴人と被

控訴人との交渉は，主にＢとＡとの間で進められている。 

しかるところ，ＢとＡの協議の経過を見ても，被控訴人がＦＢＣに付与するこ

ととされる実施権の種類やこれを無償とするか有償とするかなど，当該実施権の

内容や設定の条件に関する具体的な話合いが行われた形跡は見られないのであり

（この点につき，Ｂは，原審の証人尋問の際に，無償か有償かという議論はな

かった旨述べている。），このような経過からしても，前記(1)アで述べたとおり，

控訴人と被控訴人との間においては，本件基本合意に当たって，被控訴人がその

保有する除染技術に係る知的財産権をＦＢＣの利用に供する義務を負うという基

本方針についての合意はあったものの，ＦＢＣに付与される実施権の内容や設定

の条件等についてまでは具体的に詰められておらず，後に行われる被控訴人とＦ

ＢＣとの協議に委ねることとされていたものと考えるのが自然である。そして，

このようにＦＢＣに付与される実施権の内容や設定の条件等が定まっていない状

況において，実施権付与の対価を無償とすることが合意されていたとは考えにく

いというべきである。 

(3) 被控訴人の利害状況等について 

 ア 本件条項２によれば，被控訴人は，その保有する放射能汚染の除染に関する

特許権等について，３年間にわたる実施権をＦＢＣに付与した上で，自らは，

除染に係る事業には関与しないこととされており，これによって被控訴人自身

は，少なくとも３年の間，これまで行ってきた放射能汚染の除染に係る事業か

らの撤退を余儀なくされることとなる。しかるところ，これに加えて，ＦＢＣ
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への実施権付与が無償とされ，特許権からの実施料収入も得られないというこ

とになると，被控訴人が除染事業から得られる今後３年間の利益は，せいぜい

ＦＢＣの株式の３分の１を保有することによって得られる配当収入等の利益に

限られることとなってしまう。しかも，本件基本合意では，ＦＢＣの経営権は，

その３分の２の株式を有する控訴人側が把握することになるから，この点にお

いても，被控訴人が得られる利益は限られることになる。このような状況から

すると，被控訴人が，ＦＢＣに対し無償の実施権を付与するという条件で本件

基本合意に応ずることに，経済的に見合うだけのメリットがあるのかは疑問で

ある。 

   加えて，被控訴人が保有する本件構想に用いられる除染技術に関する知的財

産権の中核となる本件特許権は，被控訴人，東工大及びＲＡＮＤＥＣの共有に

係るものであるから，これについての実施権をＦＢＣに付与するためには，東

工大及びＲＡＮＤＥＣの許諾をも得る必要があり，しかも，本件構想に直接関

係していないこれらの者の許諾を得るためには，相応の対価を支払う必要があ

ると考えられる。このような状況において，仮に，被控訴人が控訴人に対し，

ＦＢＣに対し本件特許権に係る実施権を無償で付与するという義務を負担する

こととなれば，被控訴人は，自ら実施料収受の利益を失うだけにとどまらず，

他の共有者らに支払うべき実施料相当の金銭的な負担も負わなければならない

こととなるが，被控訴人がそこまでの負担を甘受しなければならない合理的理

由は見当たらないというべきである。 

以上のとおり，本件において被控訴人が置かれた状況からすれば，被控訴人

がＦＢＣに対し無償の実施権を付与するという条件で本件基本合意に応ずるこ

とは考え難いというべきである。 

 イ 他方，前記１認定の本件の経過をみると，本件基本合意成立前の平成２５年

１月３日の会合において，ＡからＢらに対し，本件特許一覧表及び本件特許に

係る特許証の写しが交付されており，これによって，被控訴人が保有する本件
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構想に用いられる除染技術に関する知的財産権の中核となるのが本件特許権で

あることは，当事者間の共通認識となったものと認められる。そして，本件特

許一覧表及び本件特許に係る特許証の写しの記載を見れば，本件特許権が被控

訴人，東工大及びＲＡＮＤＥＣの共有であることは容易に認識できるから，控

訴人においても，そのことを当然認識したはずであり，そうであれば，本件基

本合意に当たって，被控訴人が控訴人に対し，本件特許に係る実施権を無償で

ＦＢＣに付与することを約するような状況にないことは，控訴人においても認

識し得たはずである。 

(4) 控訴人主張の根拠事情について 

 ア まず，控訴人は，本件基本合意に当たって，控訴人と被控訴人との間で，Ｆ

ＢＣが被控訴人の有する放射能汚染の除染に係る技術を無償で利用できるよう

にすることが当然の前提とされていたことを示す根拠として，ＦＢＣが，被控

訴人の有する上記除染技術に係る特許及びノウハウを事業化するための受け皿

会社として被控訴人が設立した会社であり，控訴人と被控訴人との事業提携が

された後は，被控訴人は除染事業に関与せず，ＦＢＣが除染事業の主体となる

ことが予定されていたとの事情を指摘する。 

しかし，このような事情は，控訴人と被控訴人の間において，ＦＢＣが，被

控訴人の有する除染技術に係る特許権等を利用して事業を行っていくことが予

定されており，その前提として，被控訴人がＦＢＣに上記特許権等に係る実施

権を付与すべき義務を負うものとされていたことを示す事情にすぎず，そのこ

とから直ちに，当該実施権の付与が無償で行われることが想定されていたとい

うことにはならない。 

イ 次に，控訴人は，ＡがＢに本件構想に関する提案を行うに際して示した説明

資料のうち，①本件資本政策案１及び２（乙５の１及び２）には，「ＣＤＭコ

ンサルティングより除染技術に関する特許の専用実施権のＮＲＤへの付与」と

の記載があること，②本件案内書面（乙６）には，「当初，ＣＤＭは本特許等
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の評価額を対価としてＦＢＣへ現物出資を実行することを検討し」ていたが，

その代替策として，ＦＢＣに対し「独占的なライセンスの付与を行う」旨の記

載があることからすれば，被控訴人が控訴人に対し，自らの特許をＦＢＣに現

物出資するのと同様に，実施権の対価（ロイヤルティ）を収受することなくＦ

ＢＣに特許の専用実施権を付与する旨の提案をしていることは明らかである旨

主張する。 

  しかし，まず，本件資本政策案１及び２における上記①の記載は，上記提案

において，ＦＢＣが主体となって除染に係る事業を実施するに当たり，被控訴

人がその保有する除染技術に関する特許に係る専用実施権をＦＢＣに付与する

ことが想定されていたことを示す記載にすぎず，当該実施権の付与が無償とさ

れることについて示すものではない。 

  また，本件案内書面の上記②の記載は，本件構想の事業化に当たって，その

事業主体であるＦＢＣが被控訴人の保有する除染技術に関する特許及びノウハ

ウを実施するための権利処理の方法について，当初は，被控訴人が上記特許等

に係る権利自体をＦＢＣに現物出資することも検討したが，結局その方法では

なく，被控訴人がＦＢＣに上記特許等に係る独占的なライセンスを付与する方

法を採ることとした旨を説明する記載であるが，その一方で，本件案内書面中

には，被控訴人からＦＢＣへの独占的なライセンスの付与について，これを無

償で行うことを明示的に述べた記載はない。そして，本件案内書面の上記記載

は，上記権利処理の方法として，被控訴人からＦＢＣへの独占的なライセンス

付与の方法を採るという方針を説明するに当たり，従前の検討内容をも付加的

に説明するものにすぎず，この記載から，被控訴人による独占的なライセンス

の付与が，従前検討された現物出資の場合と同様の利益をＦＢＣに付与するも

のであるとの趣旨が直ちに読み取れるものとはいえない。 

以上によれば，控訴人が指摘する本件資本政策案１及び２並びに本件案内書

面の記載もみても，被控訴人が控訴人に対し，ＦＢＣへの専用実施権の付与を
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無償で行う旨の提案をしているという事実を認めることはできない。 

ウ さらに，控訴人は，控訴人がＦＢＣに１億円もの出資を行い，しかも，被控

訴人の金銭出資がＮＲＤ設立時の資本金である２００万円のみであるにもかか

わらず，控訴人と被控訴人のＦＢＣ株の持株比率を２対１としているのは，Ｆ

ＢＣが被控訴人の有する除染に係る技術を無償で利用できるようにすることが

前提とされていたからであり，そうでなければ，控訴人がこのような条件で出

資に応ずるはずはない旨主張する。 

  しかしながら，本件構想の事業化は，被控訴人が保有する放射能汚染の除染

技術に係る特許やノウハウを利用することによって初めて成り立つものといえ

るところ，控訴人としては，ＦＢＣへの上記出資によって初めて本件構想の事

業化に参加することができ，ＦＢＣを介して当該事業による利益を享受できる

こととなるものである。しかるところ，当該事業から得られる利益の程度や当

該事業の将来性等についての見込みいかんによっては，ＦＢＣが被控訴人に特

許等に係る相応の実施料を支払うことを前提としたとしても，ＦＢＣにおいて

そのようなコストを上回る十分な利益を上げることも考えられるところであり，

そうだとすれば，控訴人がＦＢＣに上記の条件で出資を行うということも，考

えられないことではない。 

  したがって，控訴人がＦＢＣに上記の条件で１億円を出資しているという事

実によって，控訴人と被控訴人の間において，ＦＢＣが被控訴人の有する除染

に係る技術を無償で利用できるようにすることが前提とされていたことが根拠

付けられるというものではない。 

エ 控訴人は，被控訴人が，ＦＢＣから特許の実施権に係るロイヤルティを収受

することを予定していたのであれば，本件基本合意の前に，出資者である控訴

人にその旨を説明して承諾を得ておくべきなのに，そのような説明をしていな

いことからすれば，控訴人と被控訴人の間においては，被控訴人がＦＢＣから

特許の実施権に係るロイヤルティを収受しないことが前提とされていたものと
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考えられる旨主張する。 

  しかしながら，前記(2)で述べたとおり，本件基本合意が成立するまでのＢ

とＡの協議の経過を見ると，控訴人と被控訴人の間においては，そもそも被控

訴人がＦＢＣに付与することとされる特許の実施権について，無償とするか有

償とするかを含めて，その内容や設定の条件等に関する具体的な話合いが行わ

れた形跡が見られないのであり，このような経過は，控訴人と被控訴人との間

においては，本件基本合意に当たって，ＦＢＣに付与する実施権の内容や設定

の条件等については具体的に詰めないまま，後に行われる被控訴人とＦＢＣと

の協議に委ねることとされていたことを示すものとみるのが合理的である。 

このように，本件基本合意に至る経過において，被控訴人から控訴人に対し，

被控訴人がＦＢＣから特許の実施権に係るロイヤルティを収受する旨の説明が

されなかったのは，そもそも控訴人と被控訴人の間において，ロイヤルティの

点も含めてＦＢＣに付与する実施権の内容や設定の条件等が定まっていなかっ

たからであると考えられるところであるから，上記の説明がなかったことが，

控訴人と被控訴人の間において，上記ロイヤルティを収受しないことが前提と

されていたことを根拠付けるものとはいえない。 

オ 以上のとおり，控訴人が主張する上記各事情は，いずれも，本件基本合意に

当たって，控訴人と被控訴人の間において，ＦＢＣが被控訴人の有する除染に

係る技術を無償で利用できるようにすることが当然の前提とされていたことを

根拠付けるものとはいえないから，控訴人の前記主張は採用できない。 

(5) 小括 

  以上の検討を総合すれば，控訴人と被控訴人の間において，本件条項２によっ

て本件専用実施権無償設定合意（被控訴人がＦＢＣに対し被控訴人が保有する放

射能汚染の除染技術に関する特許権について無償の専用実施権を設定する義務を

負う旨の合意）が成立したものとは認められない。 

３ 被控訴人が本件条項２に違反したか否かについて 
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  控訴人は，控訴人と被控訴人の間に，本件条項２によって本件専用実施権無償設

定合意が成立しているにもかかわらず，被控訴人は，ＦＢＣに対して有償の通常実

施権を許諾することを内容とする本件特許実施権許諾契約書を提示し，更には，上

記提案の真意を確認するためのＦＢＣの質問に一切回答することなく，控訴人に対

し本件基本合意を解除する旨の通知をしたものであり，このような被控訴人の行為

は，本件専用実施権無償設定合意に基づく義務の不履行に当たり，本件条項２に違

反する旨主張する。 

しかしながら，上記２のとおり，控訴人と被控訴人との間において，本件条項２

によって，本件専用実施権無償設定合意が成立したものとは認められないから，控

訴人の上記主張は，その前提を欠くものであって，理由がない。 

  なお，前記１認定の本件の経過によれば，被控訴人は，平成２５年２月２２日，

本件特許実施権許諾契約書を提示して，ＦＢＣに対し被控訴人が保有する放射能汚

染の除染技術に関する特許権についての実施権を付与するための契約締結に向けた

提案をしたが，ＦＢＣが，被控訴人に対し，本件基本合意における本件専用実施権

無償設定合意の存在を前提とした対応を行い，同年３月１３日，ＦＢＣに無償の専

用実施権を設定する内容の契約書案を提示し，両者の提案がおよそ相容れないもの

であったためにその後の交渉が進められず，本件特許権についての実施許諾契約の

成立に至らなかったものということができる。 

  してみると，被控訴人とＦＢＣとの間で本件特許権についての実施許諾契約が成

立するに至らなかったことについて，被控訴人に本件条項２に違反する行為があっ

たものと認めることはできない。 

 ４ 結論 

    以上によれば，控訴人の被控訴人に対する一審反訴請求は理由がなく，こ

れを棄却した原判決は相当であり，本件控訴は理由がないからこれを棄却する

こととし，主文のとおり判決する。 
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